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3 に示すように、4 回の JC08 モードの繰り返し走行

部および一定速（81.6 km/h）走行部を組み合わせた

構成となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
JC08 モード走行部は直流電力量消費率の値を取得

するために存在し、ここで得られた走行距離およびバ

ッテリから消費した電力量から直流電力量消費率が

決定される。一方、一定速走行部では、高速走行する

ことによってより短い時間でバッテリに蓄えられた

電力を消費できる、つまり UBE 測定のための時間を

短縮する目的で存在している。一定速走行部において

走行する距離は、前半と後半で90:10に分配される（※

例外の規程あり）。これは冷間始動状態で直流電力量

消費率が高く、暖機状態で直流電力量消費率が低いと

いう事象に対応したものとなっている。特に初回の

JC08 モード走行時の直流電力量消費率は、車両によ

っては回生による充電を抑制しているケースもあり、

２回目以降の値と比べて大きく異なることがありう

る。このため計算により一充電走行距離を求める際に

は、初回の直流電力量消費率は２回目から８回目の直

流電力量消費率と取り扱いを分け、補正を行ってい

る。以下に実際に用いられる計算式を記述する。 

D� ���
�� � ����� � �� � ��� � ������� 

D       ：一充電走行距離 (km) 
���    ：試験開始から終了までの主電池の

利用可能電力量 (kWh) 
��    ：UBE に占める JC08 モード走行

１回目の消費電力量の割合 
�����  ：JC08 モード走行１回目の電力量

消費率 (kWh/km) 
������� ：JC08 モード走行２回目から８回

目の平均電力量消費率 (kWh/km) 
 

３．３．新試験法の精度および時間短縮効果 
新試験法の精度の確認は、自動車メーカーの協力を

得て、国内に流通している市販車両４車種を用いて行

われた。従来試験法に対する新試験法の測定結果の差

は 1％未満であった。また最も時間短縮効果が大きか

った例では、従来試験法で約 9.5 時間かかった車両の

測定時間が、新試験法では、約 4.5 時間と半分以下に

短縮された。これにより、新試験法は従来試験法と同

等の結果をより短時間で得られることが証明された。 

４．おわりに  
本報告では、試験時間短縮を目指し開発した一充電

走行距離の新測定法について、そのコンセプト、概要

および精度や時間短縮効果について、従来方法にふれ

つつ記述した。新試験法は 2015 年 3 月末より運用が

開始され、2015 年 10 月末現在で２件の審査が新試験

法により行われた（現行最長車両(280 km)の場合は約

11.5 時間から約 5 時間への短縮であった。）。また、本

手法の一充電走行距離を“バッテリの使用可能な電力

量”と“ある距離を走行するのに必要な電力量”の関

係から計算で求めようとするコンセプトはJC08モー

ドを対象とした測定のみでなく、世界統一試験サイク

ル(WLTC: Worldwide Light-duty Test Cycle)を対象

とした測定にも応用可能であることから、 小型車の

世 界 共 通 排 出 ガ ス 試 験 法 (WLTP: Worldwide 
harmonized Light vehicles Test Procedure)における

測定法として採用されることが決まっている。 
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図 3 新測定法の走行パターンシークエンスと測定内容 
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１．はじめに 

我が国では、平成 18 年から世界に先駆けて重量車

の燃費基準が導入され、同時に燃料消費率試験法 1)(以
下、「重量車燃費試験法」という)も運用が開始された。

図 1 に重量車燃費試験法の概要を示す 2)。本試験法で

は、エンジン台上試験装置を用いて暖機定常条件で計

測したエンジン回転数およびトルクに対する燃料消

費量のマップ(以下、「燃費マップ」という)に基づき、

車両走行時の燃料消費率を計算する方法(以下、「シミ

ュレーション法」という)を採用している。具体的に

は、図 2 に示す都市内および都市間走行モードを 1 秒

毎のエンジン試験サイクルに変換した後、当該試験サ

イクルを運転した際の瞬時燃料消費量を燃費マップ

から読み取り積算することで試験サイクル全体の燃

料消費量および燃料消費率[km/L]を計算している。し

たがって、本試験法で得られた燃料消費率はエンジン

が暖機状態であることを仮定した場合の値となる。 
一方、平成 28 年度から導入される次期重量車排出

ガ ス 試 験 法 の WHDC (World-wide harmonized 
Heavy-duty Certification procedure)は、過渡試験サイク

ルの WHTC (World-wide Harmonized Transient Cycle)と
定常試験サイクルの WHSC (World-wide Harmonized 
Steady-state Cycle)の試験で構成され、WHTC の試験で

は冷機始動条件および暖機条件における排出ガス値

を 1：6 で加重平均することとなっている。このよう

に WHDC では冷機始動条件における試験が含まれる

ことから、今後はエンジン・後処理装置の暖機促進技

術の導入が進むものと予想される。 
 暖機促進は、機械損失の低減による燃費改善効果が

見込める一方、方法によってはその過程において燃費

を悪化させる場合もある。したがって、暖機促進技術

の導入による燃料消費率への影響については、適切な

評価方法により把握しておかなければならない。これ

に備えて本研究では、シミュレーション法による重量

車燃費試験法において冷機始動条件の燃料消費率を

評価する方法を考案し、その有効性を検証した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２．方  法 
２．１．冷機始動条件における燃費計算方法の考案 
 冷機始動条件における燃料消費率の計算では、 
(a) エンジンシステムの昇温過程の予測 
(b) エンジンシステム温度と燃料消費量の関係 
の 2 点が重要なポイントとなる。 
(a) エンジンシステムの昇温過程の予測 

エンジンシステムの温度分布が冷却水温度で均一

であるという仮定の下、エンジン暖機モデルを構築し

た。以下にその計算モデルを示す。 

���� � ���� � �����
���  

ただし、 

���� � ������ � �� � �� � ������� � �������
3600  

図 1 重量車燃費試験法の概要

図 2 都市内走行および都市間走行モード
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����� � �������� � ��� 
ここで、Ceng はエンジンシステムの総熱容量[kJ/K]、
Qin はエンジンの燃焼によりエンジンシステムに供

給される瞬時熱量[kW]、Qout はエンジンシステムか

ら周囲空気に放出される瞬時熱量[kW]、Twはエンジ

ン冷却水温度[K]の変化量[K/s]、FCcoldは冷機始動時条

件で計測した瞬時燃料消費量(15℃換算後) [L/h]、f	は
燃料密度[g/cm3]、Hf は燃料の低位発熱量[kJ/kg]、rqloss
は燃料の供給熱量に対する冷却損失割合、rflossは燃料

の供給熱量に対する機械損失割合、はエンジンシス

テムと周囲空気間の平均熱伝達率[kW/m2K]、Aengはエ

ンジンシステムの表面積[m2]、Twはエンジン冷却水温

度[K]、Taは周囲の空気温度[K]とする。rqlossおよび rfloss
の和は燃費マップ計測時に同時に取得したデータか

ら算出可能である。 
任意のエンジン試験サイクルでエンジンを冷機始

動した際の計測データを上記計算モデルに入力する

ことで、CengおよびAengを算出できる。これにより、

以下の式を用いることで、従来のシミュレーション法

でエンジンを冷機始動したと仮定した際のエンジン

冷却水温度の昇温過程(時々刻々の Tw_cal)を予測する

ことが可能となる。 
������ � ������� � ������� 

ただし、 

������� � �������� � ���������
����  

�������� 		

� ����������� � �� � �� � �������� � ��������
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   ��������� � ������������� � ��� 
ここで、添え字_calは時々刻々の計算結果、'(ダッシュ)
は 1 秒前の時刻における計算結果である。 
(b) エンジンシステム温度と燃料消費量の関係 

エンジンシステム温度と燃料消費量の関係を把握

するには、Tw 毎に燃費マップを取得する方法と、Tw
に依存する補正係数を導出する方法が容易に考えら

れる。いずれの方法においても実験が必須となるが、

実験工数の省力化の観点から後者の方法を検討する。 
 同一エンジン試験サイクルにおいて冷機始動条件

で計測した FCcoldと暖機条件で計測した FChotから、同

一時刻に対する冷機始動条件の Twと FCcold	/FChotの関

係を f	(Tw)	=FCcold	/FChotとして予め把握する。	
以上の���および���で得られた Tw_calおよび f(Tw)に

基づき、以下の式により冷機始動条件における瞬時燃

料消費量の計算値 FCcold_calを算出することで、燃料消

費率の算出が可能となる。 
���������� � ��������� � ��������� 

ここで、FChot_calは従来のシミュレーション法により算

出した暖機条件での瞬時燃料消費量[L/h]である。 
 
２．２．冷機始動条件における燃費計算方法の手順 
 前節で示した冷機始動条件における燃費を実際に

計算する際の手順を図 3 に示す。本手法は、暖機条件

における燃費マップの計測に合わせて吸入空気流量、

吸気温度・圧力、および排気温度・圧力を同時に計測

し、これらのデータから熱損失割合マップを算出する

工程(工程(i))、冷機始動条件および暖機条件における

過渡試験の結果から、冷機始動条件における燃費計算

に必要な Ceng、Aeng、および f(Tw)といったエンジンシ

ステム固有の物理変数を算出する工程(工程(ii))、従来

のシミュレーション法に対して FChot_calに f(Tw)を乗じ

補正する工程を加えたシミュレーション(工程(iii))の3
つの工程を含んだ手順となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(4)

(5)

図 3 冷機始動時における燃費計算方法の手順

(6)

(3)

(7)

(8)

冷機始動条件における燃費計算開始

車両諸元、エンジン諸元、燃費マップ、
車両走行サイクルの入力

車両走行サイクルから
エンジン運転サイクルへの変換

燃費マップに基づいた暖機条件における
瞬時燃料消費量FChot_calの算出

冷機始動条件における
過渡試験サイクルでの試験開始

暖機条件における
過渡試験サイクルでの試験開始

瞬時燃料消費量FCcold、エンジン冷却
水温度Tw、周囲空気温度Taの計測

瞬時燃料消費量FCcold、エンジン冷却
水温度Tw、周囲空気温度Taの出力

試験終了

瞬時燃料消費量FChotの出力

計算終了

燃料消費量[L/cycle]、燃
料消費率[km/L]の出力

(iii) 冷機始動条件における燃費計算(ii) 冷機始動条件用物理変数の導出

瞬時燃料消費量FChotの計測

試験終了

暖機条件における燃費マップ計測開始

燃料消費量、吸入空気流量、
吸気温度・圧力、排気温度・圧力の計測

燃費マップの出力

計測終了

(i) 暖機条件における燃費マップ計測、熱損失割合マップ算出

冷機始動条件燃費計算用
パラメータの算出開始

FCcold/FChot=f(Tw)の算出

エンジン熱容量Ceng、エンジンと周囲空気間の
熱伝達率とエンジン表面積の積Aの算出

Fccold、Tw、Ta、FChotの入力

算出終了

熱損失割合(冷却損失割合rqloss
+機械損失割合rfloss)マップの算出

熱損失割合マップの出力

熱損失割合マップの入力

冷機始動条件を仮定した際の
エンジン冷却水温度Tw_calの算出

エンジン冷却水温度Tw_calに基づいた冷機
始動条件の瞬時燃料消費量FCcold_calの算出


i=1

end
FCcold_cal燃料消費量[L/cycle] = 


i=1

end
FCcold_cal燃料消費率[km/L] = Distance

冷機始動条件における瞬時燃料消費量FCcold_cal
の積算および燃料消費率[km/L]の算出

２．３．冷機始動条件における燃費計算方法の検証 
前節までで述べた冷機始動条件における燃費計算

方法による評価精度を検証するため、様々な車両諸元

を想定した冷機始動条件と暖機条件において、本方法

を導入したシミュレーション法による燃料消費率の

計算値(以下、計算燃料消費率)とエンジン台上試験装

置による燃料消費率の実測値（以下、実測燃料消費率）

を比較した。想定する車両諸元は表 1 に示す 5 仕様で

あり、全て同一型式のエンジンを搭載することを前提

としている。なお、それぞれについて積載量を空積載、

半積載、および全積載として計 15 通りの諸元を設定

することで、エンジンの様々な過渡状態を想定した。

評価に用いた車両走行モードは図2に示す重量車燃費

試験法で定められた都市内走行モードである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．４．試験装置および方法 
実験は図4に示すエンジン台上試験装置を用いて実

施した。供試エンジンの諸元を表 2 に示す。本エンジ

ンは、ポスト新長期排出ガス規制に適合した重量車に

搭載されている総排気量 3.0 L の直列 4 気筒ターボデ

ィーゼルエンジンである。燃料流量の計測には容積式

流量検出器(小野測器製、FP-2140H)を使用した。計測

した燃料流量は、燃料流量計の直後に設けた温度セン

サによる燃料温度に基づき、JIS K2249-1987 付表 II 表
2B「燃料油の温度に対する容量換算係数表」を用いて

燃料温度 288 K(15 ℃)における体積に換算した。 
 実験では、シミュレーション法に用いるための暖機

定常条件における燃費マップの計測に加え、表 1 に示

した車両諸元における空積載、半積載、全積載状態(車
両諸元 5 通り×積載率 3 通り＝15 通り)での、冷機始

動条件および暖機条件における都市内走行モードで

の燃料消費率を計測した。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３．結果および考察 
３．１．エンジンシステムの昇温過程の予測結果 
 ２．１．節で示したエンジン暖機モデルに基づいて、

任意のエンジン試験サイクルにおける計測データか

ら Ceng およびAeng を算出し、都市内走行モードにお

ける Twの昇温過程を予測した。なお、本研究では任

意のエンジン試験サイクルとしてWHTCを適用した。 
式(1)および式(3)より 

���� � 1
��������� � �����

���� ���� � ��� 
であり、この式(9)より 

�� � 1
��������� � �����

���� ���� � ��� � ���� 

を得ることができる。ここで、Tw_i はエンジン冷却水

の初期温度[K]である。 
式(10)の∑����および∑��� � ���を説明変数として

WHTC を運転した際の Tw計測データに対して重回帰

分析を実施し、これらの係数を算出して Ceng および

Aengを導出した結果を表 3 に示す。また、得られた

CengおよびAengを用い、一例として WHTC および車

両諸元 No.2 半積載条件の都市内走行モードで Tw_cal
を計算した結果と実験結果 Twを図 5 に示す。WHTC
においては Ceng およびAeng を導出するために用いた

試験サイクルであるため、Tw_calは実験結果 Twと一致

し、Twの昇温過程を適正に予測できることは図 5 から

も明らかであり、当然の結果である。一方、同一の

CengおよびAengを適用することで、これらの算出に用

いた試験サイクルとは異なる試験サイクルである都

市内走行モードにおいても Twの昇温過程を適正に予

測できており、本計算モデルの妥当性が確認された。 

表 2 供試エンジン諸元 

表 1 評価に用いた車両諸元 

図 4 エンジン台上試験装置 

(9)

No 全高
[m]

全幅
[m]

車両
重量
[kg]

最大
積載量

[kg]

乗車
定員
[人]

変速機ギア比
1速，2速，3速，
4速，5速，6速

終減速
機ギア
比

タイヤ
動的負
荷半径

[m]

1 2.106 1.780 2482 2396 3 5.080, 2.816, 1.587,
1.000, 0.741 5.275 0.343

2 2.099 1.751 2356 2000 3 5.315, 2.908, 1.558,
1.000, 0.721 4.555 0.338

3 2.041 1.729 2652 2995 3 5.979, 3.434, 1.752,
1.000, 0.795 5.571 0.364

4 2.363 2.161 2979 3749 3 5.979, 3.434, 1.862,
1.297, 1.000, 0.759 5.125 0.366

5 2.454 2.235 3543 4275 3 5.979, 3.434, 1.862,
1.297, 1.000, 0.759 5.375 0.376

(10)

エンジンタイプ 直列4気筒ディーゼルエンジン

過給システム ターボインタークーラ

燃料供給システム コモンレール

総排気量 3.0 L
最高出力／回転数 110 kW／2800 rpm
最大トルク／回転数 375 Nm／1400-2800 rpm
排出ガス規制適合 ポスト新長期排出ガス規制適合
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ここで、Ceng はエンジンシステムの総熱容量[kJ/K]、
Qin はエンジンの燃焼によりエンジンシステムに供

給される瞬時熱量[kW]、Qout はエンジンシステムか

ら周囲空気に放出される瞬時熱量[kW]、Twはエンジ

ン冷却水温度[K]の変化量[K/s]、FCcoldは冷機始動時条

件で計測した瞬時燃料消費量(15℃換算後) [L/h]、f	は
燃料密度[g/cm3]、Hf は燃料の低位発熱量[kJ/kg]、rqloss
は燃料の供給熱量に対する冷却損失割合、rflossは燃料

の供給熱量に対する機械損失割合、はエンジンシス

テムと周囲空気間の平均熱伝達率[kW/m2K]、Aengはエ

ンジンシステムの表面積[m2]、Twはエンジン冷却水温

度[K]、Taは周囲の空気温度[K]とする。rqlossおよび rfloss
の和は燃費マップ計測時に同時に取得したデータか

ら算出可能である。 
任意のエンジン試験サイクルでエンジンを冷機始

動した際の計測データを上記計算モデルに入力する

ことで、CengおよびAengを算出できる。これにより、

以下の式を用いることで、従来のシミュレーション法

でエンジンを冷機始動したと仮定した際のエンジン

冷却水温度の昇温過程(時々刻々の Tw_cal)を予測する

ことが可能となる。 
������ � ������� � ������� 

ただし、 

������� � �������� � ���������
����  

�������� 		

� ����������� � �� � �� � �������� � ��������
3600  

   ��������� � ������������� � ��� 
ここで、添え字_calは時々刻々の計算結果、'(ダッシュ)
は 1 秒前の時刻における計算結果である。 
(b) エンジンシステム温度と燃料消費量の関係 

エンジンシステム温度と燃料消費量の関係を把握

するには、Tw 毎に燃費マップを取得する方法と、Tw
に依存する補正係数を導出する方法が容易に考えら

れる。いずれの方法においても実験が必須となるが、

実験工数の省力化の観点から後者の方法を検討する。 
 同一エンジン試験サイクルにおいて冷機始動条件

で計測した FCcoldと暖機条件で計測した FChotから、同

一時刻に対する冷機始動条件の Twと FCcold	/FChotの関

係を f	(Tw)	=FCcold	/FChotとして予め把握する。	
以上の���および���で得られた Tw_calおよび f(Tw)に

基づき、以下の式により冷機始動条件における瞬時燃

料消費量の計算値 FCcold_calを算出することで、燃料消

費率の算出が可能となる。 
���������� � ��������� � ��������� 

ここで、FChot_calは従来のシミュレーション法により算

出した暖機条件での瞬時燃料消費量[L/h]である。 
 
２．２．冷機始動条件における燃費計算方法の手順 
 前節で示した冷機始動条件における燃費を実際に

計算する際の手順を図 3 に示す。本手法は、暖機条件

における燃費マップの計測に合わせて吸入空気流量、

吸気温度・圧力、および排気温度・圧力を同時に計測

し、これらのデータから熱損失割合マップを算出する

工程(工程(i))、冷機始動条件および暖機条件における

過渡試験の結果から、冷機始動条件における燃費計算

に必要な Ceng、Aeng、および f(Tw)といったエンジンシ

ステム固有の物理変数を算出する工程(工程(ii))、従来

のシミュレーション法に対して FChot_calに f(Tw)を乗じ

補正する工程を加えたシミュレーション(工程(iii))の3
つの工程を含んだ手順となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(4)

(5)

図 3 冷機始動時における燃費計算方法の手順

(6)

(3)

(7)

(8)

冷機始動条件における燃費計算開始

車両諸元、エンジン諸元、燃費マップ、
車両走行サイクルの入力

車両走行サイクルから
エンジン運転サイクルへの変換

燃費マップに基づいた暖機条件における
瞬時燃料消費量FChot_calの算出

冷機始動条件における
過渡試験サイクルでの試験開始

暖機条件における
過渡試験サイクルでの試験開始

瞬時燃料消費量FCcold、エンジン冷却
水温度Tw、周囲空気温度Taの計測

瞬時燃料消費量FCcold、エンジン冷却
水温度Tw、周囲空気温度Taの出力

試験終了

瞬時燃料消費量FChotの出力

計算終了

燃料消費量[L/cycle]、燃
料消費率[km/L]の出力

(iii) 冷機始動条件における燃費計算(ii) 冷機始動条件用物理変数の導出

瞬時燃料消費量FChotの計測

試験終了

暖機条件における燃費マップ計測開始

燃料消費量、吸入空気流量、
吸気温度・圧力、排気温度・圧力の計測

燃費マップの出力

計測終了

(i) 暖機条件における燃費マップ計測、熱損失割合マップ算出

冷機始動条件燃費計算用
パラメータの算出開始

FCcold/FChot=f(Tw)の算出

エンジン熱容量Ceng、エンジンと周囲空気間の
熱伝達率とエンジン表面積の積Aの算出

Fccold、Tw、Ta、FChotの入力

算出終了

熱損失割合(冷却損失割合rqloss
+機械損失割合rfloss)マップの算出

熱損失割合マップの出力

熱損失割合マップの入力

冷機始動条件を仮定した際の
エンジン冷却水温度Tw_calの算出

エンジン冷却水温度Tw_calに基づいた冷機
始動条件の瞬時燃料消費量FCcold_calの算出


i=1

end
FCcold_cal燃料消費量[L/cycle] = 


i=1

end
FCcold_cal燃料消費率[km/L] = Distance

冷機始動条件における瞬時燃料消費量FCcold_cal
の積算および燃料消費率[km/L]の算出

２．３．冷機始動条件における燃費計算方法の検証 
前節までで述べた冷機始動条件における燃費計算

方法による評価精度を検証するため、様々な車両諸元

を想定した冷機始動条件と暖機条件において、本方法

を導入したシミュレーション法による燃料消費率の

計算値(以下、計算燃料消費率)とエンジン台上試験装

置による燃料消費率の実測値（以下、実測燃料消費率）

を比較した。想定する車両諸元は表 1 に示す 5 仕様で

あり、全て同一型式のエンジンを搭載することを前提

としている。なお、それぞれについて積載量を空積載、

半積載、および全積載として計 15 通りの諸元を設定

することで、エンジンの様々な過渡状態を想定した。

評価に用いた車両走行モードは図2に示す重量車燃費

試験法で定められた都市内走行モードである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．４．試験装置および方法 
実験は図4に示すエンジン台上試験装置を用いて実

施した。供試エンジンの諸元を表 2 に示す。本エンジ

ンは、ポスト新長期排出ガス規制に適合した重量車に

搭載されている総排気量 3.0 L の直列 4 気筒ターボデ

ィーゼルエンジンである。燃料流量の計測には容積式

流量検出器(小野測器製、FP-2140H)を使用した。計測

した燃料流量は、燃料流量計の直後に設けた温度セン

サによる燃料温度に基づき、JIS K2249-1987 付表 II 表
2B「燃料油の温度に対する容量換算係数表」を用いて

燃料温度 288 K(15 ℃)における体積に換算した。 
 実験では、シミュレーション法に用いるための暖機

定常条件における燃費マップの計測に加え、表 1 に示

した車両諸元における空積載、半積載、全積載状態(車
両諸元 5 通り×積載率 3 通り＝15 通り)での、冷機始

動条件および暖機条件における都市内走行モードで

の燃料消費率を計測した。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３．結果および考察 
３．１．エンジンシステムの昇温過程の予測結果 
 ２．１．節で示したエンジン暖機モデルに基づいて、

任意のエンジン試験サイクルにおける計測データか

ら Ceng およびAeng を算出し、都市内走行モードにお

ける Twの昇温過程を予測した。なお、本研究では任

意のエンジン試験サイクルとしてWHTCを適用した。 
式(1)および式(3)より 

���� � 1
��������� � �����

���� ���� � ��� 
であり、この式(9)より 

�� � 1
��������� � �����

���� ���� � ��� � ���� 

を得ることができる。ここで、Tw_i はエンジン冷却水

の初期温度[K]である。 
式(10)の∑����および∑��� � ���を説明変数として

WHTC を運転した際の Tw計測データに対して重回帰

分析を実施し、これらの係数を算出して Ceng および

Aengを導出した結果を表 3 に示す。また、得られた

CengおよびAengを用い、一例として WHTC および車

両諸元 No.2 半積載条件の都市内走行モードで Tw_cal
を計算した結果と実験結果 Twを図 5 に示す。WHTC
においては Ceng およびAeng を導出するために用いた

試験サイクルであるため、Tw_calは実験結果 Twと一致

し、Twの昇温過程を適正に予測できることは図 5 から

も明らかであり、当然の結果である。一方、同一の

CengおよびAengを適用することで、これらの算出に用

いた試験サイクルとは異なる試験サイクルである都

市内走行モードにおいても Twの昇温過程を適正に予

測できており、本計算モデルの妥当性が確認された。 

表 2 供試エンジン諸元 

表 1 評価に用いた車両諸元 

図 4 エンジン台上試験装置 

(9)

No 全高
[m]

全幅
[m]

車両
重量
[kg]

最大
積載量

[kg]

乗車
定員
[人]

変速機ギア比
1速，2速，3速，
4速，5速，6速

終減速
機ギア
比

タイヤ
動的負
荷半径

[m]

1 2.106 1.780 2482 2396 3 5.080, 2.816, 1.587,
1.000, 0.741 5.275 0.343

2 2.099 1.751 2356 2000 3 5.315, 2.908, 1.558,
1.000, 0.721 4.555 0.338

3 2.041 1.729 2652 2995 3 5.979, 3.434, 1.752,
1.000, 0.795 5.571 0.364

4 2.363 2.161 2979 3749 3 5.979, 3.434, 1.862,
1.297, 1.000, 0.759 5.125 0.366

5 2.454 2.235 3543 4275 3 5.979, 3.434, 1.862,
1.297, 1.000, 0.759 5.375 0.376

(10)

エンジンタイプ 直列4気筒ディーゼルエンジン

過給システム ターボインタークーラ

燃料供給システム コモンレール

総排気量 3.0 L
最高出力／回転数 110 kW／2800 rpm
最大トルク／回転数 375 Nm／1400-2800 rpm
排出ガス規制適合 ポスト新長期排出ガス規制適合



－ 116 －

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．２．冷機始動条件における燃費計算結果 
 ２．１．節(b)に記載した方法を用いて、WHTC の

冷機始動条件で計測した FCcoldと暖機条件で計測した

FChot から、同一時刻に対する冷機始動条件の Tw と

FCcold	/FChotの関係を f	 (Tw)	 =FCcold	/FChotとして把握し

た結果を図 6 に示す。ここでは、Twが 5	℃上昇する

ごとに計測した FCcoldおよび FChotを平均化し、それら

の比 FCcold	/FChot	を Twの関数として導出した。この結

果、Twが常温に近い条件では暖機条件と比較して最大

で 1.4倍程度、燃料消費量が増大する傾向となった。 
 ここで得られた f	(Tw)と３．１．節で計算した Tw_cal
に基づき都市内走行モードでの冷機始動条件におけ

る燃費を計算した。図 7 に、仮定した車両の重量出力

比[kg/kW](車両重量(積載含む)[kg]／エンジン最高出

力[kW])に対して、暖機条件における燃費[km/L]と冷

機始動条件における燃費[km/L]の比率(暖機条件燃費

[km/L]／冷機始動条件燃費[km/L])をまとめた結果を

示す。同図より、計算結果は実験結果と同様の傾向を

示し、重量出力比の低下に伴い暖機条件燃費と冷機 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
始動条件燃費の差異が概して減少していることがわ

かる。また、計算結果と実験結果における当該比率の

差異は最大でも 1%程度であり、計算結果は実験結果

を模擬できていることが確認された。 
 

４．おわりに 
 以上で述べた方法を適用することで、エンジンシス

テム温度の上昇過程を予測した上で、冷機始動条件に

おける燃料消費率を計算することが可能となった。た

だし、エンジンシステム温度の上昇過程の予測精度は

極めて高いものの、冷機始動条件を想定した燃料消費

率の補正精度には改善の余地が残されている。これ

は、FCcold	 /FChotを Twのみの関数として与えているこ

とが要因であり、Twに加えて他の因子も考慮に入れる

ことで改善できるものと考えられる。加えて、重量車

燃費試験法における本方法の位置づけやあり方につ

いて議論を深め、さらに整理することが必要である。	
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図 6 エンジン冷却水温度と FCcold	/FChot の関係
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エンジンシステムと周囲空気間の平均熱伝達率

x エンジンシステムの表面積 Aeng [kW/K] 0.1269

 
 

⑬ 列車の運転状況記録装置データを活用した安全性向上方策 
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１．はじめに 
日本の鉄道においては、平成 17 年 4 月の福知山線

列車脱線事故を受けた技術基準の改正により、１時間

あたりの最大運行本数が往復 10 本以上の線区を走行

する車両及び運転速度が 100km/h を超える車両につ

いて、平成 28 年 6 月までに運転状況記録装置を整備

することが義務づけられ、現在その整備率は 97%（平

成 27 年 3 月末時点）となっている 1)。また、同事故

を調査していた航空・鉄道事故調査委員会（当時。現・

運輸安全委員会）の建議（平成 17 年 9 月）において

は、運転状況記録装置に関し、インシデント等につい

ては、その状況を正確に把握し、分析して活用するこ

とが、事故の防止に効果的である旨が指摘されている

ところである 2)。 
このような状況を踏まえ、運転状況記録装置の活用

状況について主要な鉄道事業者に対するヒアリング

を行ったところ、ほとんどの事業者では、乗務員から

の申告や車両故障等、正常ではない事象を覚知した際

に利用する場合があるものの、日常的な運行データの

分析利用は行っていないことが分かった。この理由と

しては、速度の検出精度が低い、正確な列車出発位置

の特定が困難、データの回収・閲覧についての社内の

理解が広がらない等の課題が多く挙げられた。 
本研究においては、運転状況記録装置の活用を推進

し、もって鉄道の事故防止、安全性向上に資するため、

前述の課題も踏まえ、当研究所の鉄道運行安全性評価

シミュレータと列車の運転状況記録装置のデータを

利用し、位置誤差補正方法及び事故・インシデントの

判定抽出方法並びに運転状況記録装置の活用方策に

関する研究を行ったので、運転状況記録装置の国際規

格化の動向等とあわせて報告する。 
２．事故・インシデントの判定抽出方法 

２．１．位置誤差補正方法の提案 

運転状況記録装置の速度の検出精度が低いこと及

び正確な列車出発位置の特定が困難であることにつ

いては、車輪の回転による速度の検出精度の問題であ

るため、高精度のレーザドップラ車速計及び衛星測位

を利用して加速時、減速時、惰行時の運転状況記録装

置（民鉄に広く普及している機種）の速度の検出精度

を把握するとともに、出発位置の特定ができるかの試

験を行い（図１）、その結果から、真の走行距離を利

用して運転状況記録装置のデータを補正する方法を

とりまとめた。 

図１ 運転状況記録装置の速度精度比較試験（上：誤

差状況、下：レーザドップラ車速計） 
２．２．インシデント等の判定アルゴリズムの構築 
次に、運転状況記録装置に記録されるデータのう

ち、列車位置、運転操作及び速度の情報から、正常で

はない状況を検出するプログラムの開発を行った。 


